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1 はじめに 

本研究は、ビジネスモデル研究および知識創造理論に基づいて、地域資源の活用に関する

ビジネスモデルについて考察するものである。これにより、従来のビジネスモデルに新たな

要素を加えることで新たな研究分野を開拓するものであり、ビジネスモデル研究と知識創

造理論研究の援用によって、世界中の地域課題解決や社会価値創造に貢献すべく研究を目

指す。 

ビジネスモデルという概念は 1990 年代後半から 2000 年代初めにかけて普及したもので、

経営学の研究分野としては新しく、その反映として、ビジネスモデルには確立された定義は

ないとされる（Teece, 2010）。しかし、その研究は、企業が価値創造する仕組みを解明し、

新たな機会を探す枠組みを提供することを目的とする。特に最近では経済的価値、社会的価

値、さらには環境的価値を同時に追求するような循環型のビジネスモデルが研究者の関心

の中心となっている。しかし、現時点のビジネスモデル研究では、価値提供者、価値受益者

と提供価値について、社会や環境などとの関係や非財務的要素の考慮はいまだ不十分であ

り、多種多様な関係者が関わる地域における価値創造の文脈においての更なる研究が必要

である。 

一方、知識創造理論は、1990 年代に野中郁次郎らが日本初の日本発の経営理論として提

唱した、組織における人と人、人と環境の相互作用から生み出される知識創造によるイノベ

ーションと価値の創造を説明する理論である（Nonaka, 1991; 1994; Nonaka & Takeuchi, 1995; 

2019）。主な既存研究は営利組織を研究対象としており、知識創造理論を基盤とするビジネ

スモデル研究もおこなわれている（Nonaka et al., 2010; Nonaka & Tokuoka, 2009; 2012）。一

方、2000 年ごろからはソーシャル・イノベーションについても研究対象とされている。特

に、ソーシャル・イノベーションは、利害関係者が多種多様であり、初期段階では必ずしも

組織化されていないなどの営利組織とは異なる特徴があることから、地域の知を活かして

新たな知を創造するプロセスやそこでの関係者の関係性に着目した「地域的知識創造研究」

が推進されている（Hirose, 2011; Nonaka et al., 2014; Nonaka et al., 2021; Nobuta et al., 2023; 

Katsura & Nishihara, 2024）。しかし、現時点の地域的知識創造理論の研究では、経済的価値

と社会的価値さらには環境的価値を同時に追求するような循環型のビジネスモデル研究に
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までは至っておらず、地方創生などの文脈において、更なる研究が必要である。 

そこで、本研究では、地域資源の利用に関する事例を取り上げ、ビジネスモデル研究と知

識創造理論に基づいて、地域におけるビジネスモデルについて考察する。これにより、ビジ

ネスモデル研究と知識創造理論の研究を繋ぎ、双方に対して学術的かつ実践的な貢献がで

きると考える。 

 

２ 先行研究 

(1) ビジネスモデル研究 

ビジネスモデルという用語は以前から使われていた（Drucker, 1954）ようだが、経営学の

研究対象となったのは2000年ごろからである。主要研究を概観すると、2010年ごろまでは、

儲けのしくみ（事業の相互結合）と経済価値と顧客価値に主眼を置いた研究が多い（Afuah, 

2004; Chesbrough, 2002; Osterwalder & Pigneur, 2005)。2010 年ごろからは、ビジネスモデルの

進化とパフォーマンスの関係性や全社的経営戦略や組織化にどのように寄与するかを重視

した動的、循環的に捉える研究が増えた（Teece, 2010; Zotto, 2011; Chesbrough, 2010）。2015

年ごろからは、持続可能性を追求しながら、経済的価値、社会的価値、さらには環境的価値

を同時に追求する循環型のビジネスモデル研究が、研究者の関心が集まっている（Joyce et 

al., 2016; Evance et al., 2017）。ビジネスモデル研究にもこの傾向が表れている。Scopus® 

ELSEVIER のデータベースで”Business Models”、 “Business Model”、 “Business Modeling”

のワードについて、論文のタイトルと抄録およびキーワードに含まれる論文を抽出した

（2025 年 6 月 3 日時点）。ここで抽出された論文数は、3,111 編であった。内訳は”Business 

Models”が 1,529 編、 “Business Model”が 1,549 編、 “Business Modeling”が 368 編であ

った。2012 年以降、特に出版が増え、2020 年以降は、300 本を超えた出版数となっている。

また、ビジネスモデル研究における論文 3,111 編のタイトル、抄録、キーワードを年別にピ

ックアップした。クレンジングで Business Model に当たる単語、さらには接続語、そして前

置詞等を削除して、ビジネスモデル研究における研究者の関心の推移を時系列で概観した。

2011 年以降のビジネスモデル研究においては、sustainable（sustainability を含む）が常に上

位に出現し、2016-2018 年の最頻出語彙は innovation であり、2019 年以降の最頻出語彙は

circular であるという特徴が見られた。また 2016 年以降は social や environment が上位に出

現するという傾向も見られた。2010 年ころから増えた動的なモデルの研究では、例えば

Teece (2010)は、ビジネスモデルを「顧客に価値を提供し、顧客から得た支払いを利益に転

換する方法」として、顧客ニーズを満たすための企業の組織化や経営戦略やイノベーション

マネジメントを探求している。Chesbrough (2010)は、ビジネスモデルのイノベーション能力

開発のための組織変革とリーダーシップの重要性を述べている。Zotto (2010)は、顧客やパー

トナーやサプライヤーなどの利害関係者をビジネスモデルの一部と捉え、部分最適ではな

くシステムレベルのビジネスモデルを重視している。このように、この時期の研究は営利企

業を対象とし、経済的価値を最大化するためのビジネスモデルやシステムの進化とパフォ
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ーマンスの向上や組織変革などとの関係を論ずる動的なモデル研究が中心だった。Yunus 

(2010) のような、ソーシャル・イノベーション分野のビジネスモデル研究は少数である。日

本でも、2010 年ごろにはビジネスモデル研究が進んだ。Itami et al. (2010) はビジネスモデル

について「ビジネスシステム（生産・提供システム）とプロフィットモデルの 2 つの要素で

構成される」とし、企業内部の学習の重要性を述べている。また、ビジネスモデルを近視眼

的なプロフィットモデルと捉える研究も多いが、より広い視座からビジネスシステムとし

て捉える方がより重要であるとしている。ビジネスシステムの関連研究では、既存基本理論

の研究や（Kagono & Inoue, 2004）、ビジネス・アーキテクチャの研究（Fujimoto et al., 2001）

などがなされているが、これらは Itami et al.（2010）の考え方に近く、プロフィットシステ

ムそのものよりも全社的経営戦略の視点を重視している。なお、Ito (2021) は、2015 年頃迄

の文献を中心に踏まえた調査分析による事例研究として異色の労作であるが、共創や知識

の用語は本文中や引用文献にあるものの、知識創造理論および循環や持続可能性に本格的

に踏み込んでいないため本研究の問題意識とは異なる。 

2015 年ころからのビジネスモデル研究の中心は、それまでの顧客価値や事業の相互結合、

経済的価値のプロフィットモデル、全社戦略的なビジネスシステムの動的なモデルなどに

関する研究から、ビジネスモデルの持続可能性を追求しながら経済的価値と社会的価値を

創造するような循環型のビジネスモデルへと変化した。例えば、Joyce et al.（2016）は、持

続可能性のために、組織は経済的価値、環境的価値、社会的価値の複数の価値を生み出せる

ビジネスモデルの概念を提唱している。ネスレのネスプレッソの事例は、カートリッジを単

なる消耗品として販売するビジネスモデルではなく、リサイクルプログラムやデポジット

チャージによる環境的価値を生み出し、そしてさらに社会的価値を生み出すビジネスシス

テムであることを強調している。Evans et al.（2017）は、持続可能な社会の実現と経済的価

値、社会的価値、環境的価値の創造のためのビジネスモデル（Sustainable Business Model；

SBM）のイノベーションについて分析している。ビジネスモデルの研究は、近視眼的な経済

的価値のみを追求するモデルだけではなく、より広い視座のビジネスシステムや、持続可能

性を追求し、経済的価値と社会的価値、さらには環境的価値をも同時に求める循環型のビジ

ネスモデルとして捉えるものが対象となっている。 

 

（２） 知識創造の理論 

知識創造の理論は、野中郁次郎らによって示された枠組みであり、組織における新たな知

識を創るメカニズムおよびイノベーションを引き起こすプロセスを解明するものである。

この理論は、1980 年代の日本企業の成功要因を、個人の身体に内在する暗黙知に帰結させ

たところに独自性がある（Nonaka, 1991; Nonaka, 1994）。経済学者 Karl Polanyi の「暗黙的

知り方（tacit knowing）」（Polanyi & Prosch, 1975）という概念を基盤として、暗黙知があら

ゆる知識の源泉と位置づけた。知識の定義に関しては、古代ギリシャの哲学者プラトンの

「正当化された真なる信念」から、知識を「個人の思いや信念を真・善・美に向かって社会
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的に正当化するダイナミックなプロセス」（Nonaka et al, 2016; Nonaka & Takeuchi, 1995）と

定義している。 

組織的な知識創造は、SECI モデルという、知の連続的な相互変換のスパイラルによって

表現される（Nonaka & Takeuchi, 1995; 2019; Nonaka & Von Krogh, 2009）。これは、計画主導

型である PDCA サイクルとは違って、個人の直接的な経験の共有から生じる「共感」を基

点とする共同化（Socialization）から知識創造が開始される点に特徴がある（Nonaka et al, 

2008）。SECI モデルは、特定の組織の内部活動に限定されず、組織外部の主体、他の組織、

経営環境との関係性も包括的に捉えるため、ソーシャル・イノベーションへの応用可能性を

持つ。SECI プロセスにおける「場（ba）」の概念は、人々と経営環境との相互作用を通じ

て新たな意味が創出される、共有されたダイナミックなコンテキストを指す（Nonaka & 

Konno,1998）。さらに、複数の「場」が重層的に配置される構造（コンフィギュレーション）

が、知の生態系（ナレッジ・エコシステム）を形成するとされている（Nonaka et al., 2010）。

複数の場で、部分と全体が相似性を示すダイナミック・フラクタル組織（Nonaka et al, 2014）

においては、知の探索（exploration）と活用（exploitation）の過程（O'Reilly & Tushman, 2021）

が統合されるため、社会的文脈における SECI スパイラルを通じて、新たな知識が積極的に

創造される（Nonaka et al, 2016; Nonaka et al, 2014）。また、この知識創造プロセスは、実践

知（フロネティック）リーダーによって促進されることが示唆されている（Nonaka et al., 2011; 

2019; Nonaka & Toyama, 2007）。特に、ソーシャル・イノベーションの事例では、実践知リ

ーダーが持つ「よそ者」の視点を地域に導入することで、新規事業や活動が誘発されること

が示されている（Nonaka et.al, 2014; Nishihara, 2023）。 

知識創造におけるソーシャル・イノベーションの研究は、2000 年頃から活発化している

（Nonaka et.al, 2014; Nonaka et al, 2021）。これは、複雑な社会課題が顕在化するのに伴って、

企業活動における利益追求から社会的貢献への価値観がシフトしたことが背景に存在する。

ソーシャル・イノベーションに関する研究は多様な学術分野で展開されており、マクロ政策、

社会制度設計、コミュニティにおける市民活動などがその範疇に含まれる（Tanimoto, 2020）。

経営学研究の視点からは、ソーシャル・アントレプレナーシップ（Bornstein,2004；

Leadbeater,1997）、非営利組織（Drucker, 1990; Salamon,1997; Salamon,2004）、企業の社会的

責任や社会課題解決への援用（Porter & Kramer, 2006; Porter & Kramer, 2011; Christensen et al., 

2006）などの研究が挙げられる。 

ソーシャル・イノベーション研究は比較的新しく、その定義は依然として統一されていな

い。Phills et al. (2008) は、これを「社会課題に対する全く新しい解決策であり、既存の解決

策よりも優れた効果、効率性、持続可能性、公正性のいずれかを実現し、個人ではなく社会

全体の価値の創出を目指すもの」と定義している。また、Tanimoto (2020) は「新たなソー

シャル・プロダクトやサービスの開発、さらに新たなビジネスの仕組み」と捉えている。本

稿では、Nonaka et al. (2014) による知識創造のソーシャル・イノベーションの定義を支持す

る。これは「地域や組織の人々の価値観の共有と新たな関係性の構築により、その地域や組
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織に特有の歴史や伝統、文化など、人々が暗黙的に持っている知識や知恵を可視化・綜合化

し、それを新たな手法で活用することによって新しい社会的価値を創造する活動」である。

このように、知識創造理論の研究対象は、営利組織に限定されず、ソーシャル・イノベーシ

ョンへと拡大している。さらに、地域の価値、文化、そして地域住民の知に根差した事例を

探求する「地域的知識創造」へと研究領域が拡張されている（Nobuta et al., 2023; Katsura & 

Nishihara, 2024）。 

 

３ 研究対象と方法 

事例研究の対象は、forenta による森林レンタル事業と、砂浜美術館である。forenta の森

林レンタル事業は、創業者でこの事業の代表の田口房国氏がフランチャイズで全国展開す

る森林そのものをレンタルするビジネスである。1970 年代以降の日本の林業は、国産材の

価格低下で山林所有者の収入は減少、一方で森林は他のビジネスへの転用や利活用が困難

な状況だった。レンタルする森林は、区画を区切り、簡易トイレを設置する程度の整備しか

せず、すぐに元の森林に戻せる状態にある。一方で、収入は、30 年かけて育てた木を１本

売るのと同じ程度の収入が１区画から 1年で得られる。このような循環型ビジネスである。

一方、砂浜美術館は、NPO 法人が主体で運営する高知県黒潮町にある天然の砂浜（入野の

浜）を美術館とするビジネスである。地元の有志らが発起したＴシャツアート展を起源とし

35 年間継続されている。「私たちの町には美術館がありません。美しい砂浜が美術館です。」

というコンセプトと地域の環境保護への強い想いに魅了されて、毎年約 2 万人の観光客が

来訪する（Fukura et al., 2015）。2003 年に NPO法人化して経営体質改善に注力し、近年は事

業収入年間約 3 億円、スタッフ約 20 名を雇用する組織になっている。長年取り組んできた

エコツーリズムやアートイベント、環境教育・防災学習プログラムが高く評価され、2024 年

度の環境省のエコツーリズム大賞を受賞している。 

研究方法は、知識創造理論や概念に基づいた記述的事研究である。事例研究は、探索的、

記述的、説明的のいずれでも良い（Yin,1994）が、事例を丁寧に記述することで、知識創造

理論に基づくプロセスや因果関係の分析が可能となる。 

forenta の森林レンタルの事例は、公表資料及び 2023～2025 年にかけて実施した田口房国

代表取締役をはじめとした利害関係者の講演や聞き取り調査に基づいている。砂浜美術館

は、公的な資料、2008～2025 年にわたってなされた定点観測および現地調査、村上健太郎

理事長をはじめとする関係者への聞き取り調査に基づく。また、既存文献から事実検証・デ

ータ確認を実施した。これらは倫理的な要件に沿って実施されており各人へ説明して同意

を得ている。 

 

４ 事例紹介 

（１）forenta の森林レンタルビジネス 

森林レンタルビジネスを考案し創業した田口房国氏（以下敬称を略して田口とする）は、
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1955 年創業の山林事業と製材業を営む株式会社山共の 3 代目社長である。本社は、岐阜県

加茂郡東白川村にある。 

田口は、学習院大学理学部物理学科で量子力学を学んだ後、地元に戻り家業を継承した。

天然乾燥材、東濃杉、FSC 認証材などを手掛け、特徴ある自社商品を国内外に販売してい

る。しかし、林業全般では、長年国からの補助金でつないできた。1970 年代の木材輸入自

由化を境に収益力が低下したためで、高齢化と後継者不足、新たな就職者の現象などで、近

年、山林の放置や杜撰な管理などの問題が起きている。こうした状況で、田口は 2020年に

森林を活用する新たな事業として forenta という森林をレンタルするビジネスを開始した。

田口には、山林を木材供給としてだけでなく、人びとが自分の時間を楽しむ場として利用し

てもらいたいとの思いがあった。ドイツで長期滞在した田口は、現地の人たちが週末家族で

森を心から楽しむ姿に感銘を受けたのがきっかけで、以前は里山や森林を楽しんでいた日

本人の文化や伝統を復活させたいと考えたのだ。 

forenta では、森林を購入しなくても、利用者は自分の好きなときに好きなように自由に

森林を楽しめる。これが、既存のキャンプ場では満足できない上級者から一番評価の高い点

である。なぜなら、このビジネスが、もともと上級者たちからの「キャンプ用に山林を購入

したい」という相談から始まっているからだ。山林購入は、固定資産の売買に係る煩雑な手

続きや、維持管理にまつわる近隣所有者や地元住民との軋轢やトラブルなど、様々なハード

ルがある。これを解消するのが forenta による森林レンタルである。このように上級者のニ

ーズに合致したことから、現在はキャンセル待ちが出るほど利用希望者が集まり、フランチ

ャイズも含めて、2025 年 6 月末現在で全国 30 か所のエリアで事業展開されている。2024 年

には森林レンタル事業を独立させて株式会社シシガミカンパニーを設立、田口が代表取締

役に就任した。 

田口は、田舎で物心共に豊かな暮らしをしながら中央に目を光らせるイギリス貴族を表

す言葉「カントリージェントルマン」を自身のキャッチフレーズとし、森林空間を開放し、

多くの人と享受できる社会を目指している 。forenta のフランチャイズは、田口が山林オー

ナーの希望を聞き、顧客がついた場合の受取手数料を設定し、オーナーと顧客の仲介をする。

forenta は、1区画で約 300 坪の広大なエリアを年間 6.6 万円で貸し出す広報をする。マーケ

ティングは主に SNS を活用しコストを抑える。forenta が直接仲介する場合は、顧客の支払

う年間 6.6 万円の賃貸料から山林オーナーへ手数料が支払われる。またフランチャイズの場

合は、顧客数により収入が変動するため、収入の 10%を山林オーナーへ支払う。また forenta

は広告以外に山林整備、維持管理、面接、草刈り等のマネジメント業務も行う。 

顧客が賃借した区画は、一定のルールやマナーの範囲で自由な活動が許される。利権や管

理問題など煩雑な手続きなしで、山林のオーナー気分が味わえ、アウトドア中上級者レベル

のキャンプも 24時間自由に満喫できる。また、山菜や草木や天然水など自然の恵みも、そ

の場の消費内で自由に使える。顧客は 30～50 代の男性が多く、毎週来る人も、年に数回と

いう人も、山林区画の使い方は多種多様である。樹木の伐採、場所の又貸し、商業目的利用、
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他の利用者の迷惑行為は禁止である。特に、山林利用の最大のリスクは山火事であるため、

釜戸利用、火災保険加入、消化器の準備だけでなく、顧客に対する事前説明と火の取り扱い

の啓蒙を十分する必要がある。これには、何よりも、ルールを守り、モラルがあると判断で

きる人に貸すことが最も重要である。そのため、田口は顧客との面接をとても重視し、内覧

会での行動も観察して、貸しても問題がないかを判断する。契約を 1年ごとの更新制にして

いるのもリスクを減らすためである。 

 

（２）砂浜美術館 

高知県黒潮町に位置する砂浜美術館は、高知市から約 2 時間の距離にある天然の砂浜を

主要な活動拠点としている。同美術館は、毎年「Tシャツアート展」を開催し、色彩豊かな

Tシャツを砂浜に展示することで、満潮時には水面に Tシャツが映り込む視覚的効果を創出

している。このイベントが初めて開催された1989年以降、35年間にわたり継続されてきた。

特に T シャツアート展が開催される時期には、毎年約 20,000 人の観光客を誘致している。

来場者の構成は、高知県外からの訪問者が全体の半数を占め、特に京阪神や東京圏からの来

訪者が 30%以上を占めるなど、広範な地域からの集客に成功している。砂浜美術館の創設

期である 1989年は、日本がバブル経済の最盛期であった。全国的に大規模な公共施設の建

設が推進された時期であったが、砂浜美術館は最小限の財政投資で地域の天然資源を最大

限に活用し、「風景を創造する」という個性的で独創的なアプローチをとった。この理念は、

当時の潮流に逆行するものであり、その革新性により多くの共感を呼び、多様な人材が運営

スタッフとして参画する契機となった。砂浜美術館では、特定の展示物のみが作品なのでは

なく、砂浜から眺める日常の景観そのものが芸術であり、「美しい砂浜全体が美術館である」

という概念が確立されている。 

砂浜美術館のミッションは、その活動を通じて、まちを楽しむ・地域を好きになるという

理念を社会に普及させることである。目指すべきは、各事業の質を高めることにより、地域

の「共有財産」を増加させることである。「砂浜しかない」という既存の認識を「砂浜があ

る」という肯定的視点へと転換する。地域に新たな資源（＝共有財産）を創出することで、

地域の「○○がある」という要素を増幅させている。この取り組みを通じて、過疎地域にお

ける経済循環のモデルを社会に提示している。こうした活動理念やミッションは、理事長を

はじめとする関係者により、組織内外に対して継続的に情報発信されており、NPO 法人と

して地域に対する説明責任を果たすべく努力が払われている。 

砂浜美術館が所在する黒潮町は、2012 年 3 月の高知県による新たな想定に基づき、将来

の南海トラフ地震発生時に最大震度 7、最大 34m の津波が発生する可能性が指摘されてい

る地域である。また、歴史的にもこの地域では 100 年から 150 年の周期で大規模な自然災

害が発生している。このような地理的・歴史的背景を踏まえ、砂浜美術館は自然との共生を

目的とした啓発活動にも注力している。砂浜美術館は、砂浜に隣接する県所有の公園管理や

陸上競技場やサッカーグラウンドの指定管理を受託して運営費の一部としている。現在の
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砂浜美術館には 20 名のスタッフが在籍し、公園管理、イベント企画、観光振興、地域ケー

ブルテレビ局（IWKTV）における自主番組制作など、多岐にわたる業務に従事している。

これらの事業展開においては、外部からの安易な導入を避け、その地域に内在する資源を新

たな視点で活用し、価値を見出すという方針が貫かれている。砂浜美術館の現在の年間運営

予算は約 3 億円である。事業収入の内訳を見ると、行政からの受託事業が約 50%を占める。

残りの約 50%は自主事業収入によって賄われており、今後は地域に根差した自主事業をさら

に強化し、運営基盤の安定化を図る方針である。具体的には、オンラインショップ「すなび

てんぽ」では、地元の特産品やオリジナルグッズに加え、旅行商品などの無形商品を含む約

80 品目を取り扱っている。また、4 名の専属スタッフが地域のケーブルテレビ局（IWKTV）

にて地域特有の番組を制作・発信し、地元への愛着を醸成する活動を行っている。 

地域に密着したプログラム開発も積極的に推進されている。地域住民や小中学生を対象

とした防災学習プログラムや、自然と直接触れ合う機会を増やすプログラムなどがその例

である。具体的には、カツオの捌き方と藁焼き体験、1854 年の大地震による津波の石碑を

見学し、砂浜から避難タワーまでの経路をたどる「自然の脅威を知るツアー」、そして「観

光と持続可能性をコンセプトとしたヘルスツーリズム」などが企画されている。砂浜美術館

による地域資源を活用した多角的な取り組みとそのイベント集客力は、特筆すべき点があ

る。このため、全国の地域活性化関係者からの認知度および評価は極めて高い水準にある。

今後は、こうした蓄積されたノウハウを国内外に発信し、コンサルティング事業へと展開す

ることも視野に入れている。また、地域との連携協力体制を一層強化し、砂浜美術館の根源

的なコンセプトや理念を保持しつつ、収益を確保できるシステムを確立していくことが目

標である。これにより、自立した永続的な事業体として、組織能力の強化と発展を図ること

が企図されている。 

 

５ 考察 

ビジネスモデル研究および知識創造理論に基づいて、地域における地域関係者による地

域的知識創造のビジネスモデルについて、これらの事例を考察する。ここで着目するビジネ

スモデルの構成要素は価値提供者、価値受益者、提供価値で、これが時系列を追ってどのよ

うに変化したかを見ていく。 

 

(1)forenta の事例 

forenta のこれまでの展開は①立ち上げ期、②創業期、③成長期に分けられる。 

①立ち上げ期：森林レンタルを思いつき新規事業を立ち上げる 2020 年まで 

この時期における価値提供者は田口、価値受益者は森林を自分の自由に使いたいキャン

プ上級者、提供価値は手ごろな価格での自由に利用できる森林の提供で、これに対し顧客は

年間６万円を支払う。しかし、逆の見方もできる。価値提供者をキャンプ上級者、価値受益

者を田口とすると、提供価値は、森林を自由に楽しむ空間に変えるという新たなビジネスの
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可能性である。これを可能にするのは、森林を大切に取り扱って、そこで楽しませてもらう

という利他的な相互贈与の感覚である。これにより、赤字を補助金で補うという従来の木材

の育成・伐採とは異なる、低リスクの森林利活用のビジネスが生まれた。この段階では、田

口とユーザー、地域の関係者という場が成立している。 

②創業期：2020 年の営業開始から 2021 年のフランチャイズ 1号店の営業開始まで 

この期間に田口はこの森林レンタルのビジネスモデルを積極的に森林所有者に伝えてい

った。価値提供者は田口、価値受益者は森林の所有者であり、さらにその先のユーザーであ

るが、田口の話に感銘を受け、さらに詳しく知ろうとするオーナーもいれば、まったく興味

を示さないオーナーもいた。この違いを生んだ理由は、①で示した逆の見方ができるかどう

かではないかと考える。たとえば、初期のフランチャイジーであるフォレンタ北海道三笠エ

リアの高篠宏介氏（堀川林業社長）は、このビジネスを始めた決め手を「友人や子どもたち

に林業に興味を持ってもらいたかった。また、森林所有者にとっても、初期投資やランニン

グコストがほとんどかからず、低リスクで始められる森林利用の新しいビジネスモデルで

した」と語る。この段階では、田口自身の場と、フランチャイジーとユーザ、地域の関係者

という関係性に拡大している。 

③成長期：2021 年から現在まで 

このころから田口はテレビ局の取材や YouTube の動画、講演などを通して不特定多数に

「地域の森林空間を人々に開放するビジネスモデル」として紹介している。これがきっかけ

となり、森林所有者や関係者からの問い合わせが相次いだ。価値提供者と価値受益者は②と

同じであるが、提供価値は森林レンタルのビジネスの拡大と、その可能性の拡大である。た

とえば、フランチャイジーの一人である前田宇佐美地区の加藤康勝氏（宇佐美ビール株式会

社代表取締役）は、「アウトドアやキャンプだけでなく、自分だけの秘密基地を作りたいと

いう、人々の心の中の隠れた好奇心や新たなニーズを掘り起こすビジネスモデル」で「ユー

ザーが自分の区画でメンテナンスや農作業を通じて非日常を楽しむコミュニティが生まれ

た」と語る。この段階では、フランチャイジーとユーザ、地域の関係者という関係性が複数

に拡大している。 

 

この①から③の過程から見えてくるのは、ビジネスモデルの主要素である価値提供者、価

値受益者、提供価値が時系列で変化、拡大している点と、提供価値が一方向ではなく、金銭

の授受だけでもなく、利他的な相互贈与の互恵的な関係になっている点である。従来のビジ

ネスモデルは時間的に捉えることが難しく、かつ、提供価値も一方向であったが、森林レン

タルのビジネスモデルではこれとは異なる要素を見ることができる。 

 

(2)砂浜美術館の事例 

砂浜美術館のこれまでの展開は、NPO 法人化の前後で大きく２つに分けられる。 

① 第１期：1989 年から 1994 年まで 
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砂浜美術館がスタートした当時は、地元の役場や関係者やアドバイザーなど過疎を心配

する者たちが、地域おこしのために、楽しく Tシャツアート展を実施していた。ＮＰＯのよ

うな組織はなく、任意の砂浜美術館の運営委員会が実施主体であった。この時の価値提供者

は運営委員会である。価値受益者は参加者や観光客であって、提供される価値は「何もない

ところなのに他にはない感動が得られる」とのことで、これに対価が支払われる。しかし、

ここでも逆の見方もできる。参加者や観光客が提供する何もないところに価値を見る見方

である。ここに目を付けたことで、地域への観光による集客や経済効果への期待が生まれた

一方で、運営側にはイベント実施への義務感が生まれてしまう。そこで、1995 年ごろに、

イベントを春夏秋冬４回に分け、スタッフを雇用して砂浜美術館の事務局を独立させた。こ

の段階で、砂浜美術館を場として、砂浜美術館運営委員会を中心として参加者や観光客、地

域の人々の間に価値提供者と価値受益者、提供価値の関係が確立した。 

② 第 2期：2003 年から現在まで 

2003 年に砂浜美術館は NPO 法人となった。スタッフも現在 20 名になるまで少しづつ増

えてきた。ＮＰＯが持続的な運営ができるように、関係者が議論を通じてアイディアを出し

合った。関係者を巻き込んで多様なイベントを企画して、同時平行して開催するようになっ

た。この段階では、価値提供者と価値受益者の関係は、砂浜美術館から参加者や観光客への

一方通行ではなく双方向であり、かつ、多層、多重な生態系のような互恵的な関係となって

いる。その関係もモノやサービスを提供しその対価を金銭で授受するだけのものではなく

砂浜美術館を共通の場として互いの関係性から新たな価値を生み出そうとするものである。 

 

この①と②の過程から見えてくるのは、forenta の事例と同様に、ビジネスモデルの主要

素である価値提供者、価値受益者、提供価値が時系列で変化、拡大し、生態系的な関係にな

っている点と、提供価値が利他的な相互贈与の互恵的な関係になっている点である。 

 

６ おわりに 

ビジネスモデル研究と知識創造理論に基づきながら、地域関係者による地域的知識創造

のビジネスモデルについて考察した。その中で、ビジネスモデルの主要素である価値提供者、

価値受益者、提供価値が時系列で変化、拡大し、生態系的な関係になっている点と、提供価

値が利他的な相互贈与の互恵的な関係になっている点を導き出した（Curry et.al., 2018）。こ

れはビジネスモデルに時間軸と空間軸を入れ、かつ経済的価値や機能的価値を一方向に提

供するだけではない、互恵的で感性的な価値の相互授受の関係を提案するものである。今後、

事例研究の対象を増やすとともに、定量分析や検証の実施を視野に入れている。 
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Abstract: This study examines business models related to the utilization of local 

resources based on business model research and knowledge creation theory. This will 

open up a new research field by adding new elements to conventional business models, 

and we hope that both business model research and knowledge creation theory research 

will contribute to solving social issues and creating social value in the 21st century world. 
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